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日時：令和７年８月８日(金) 15:00～ 

場所：兵庫労働局 16階 第３共用会議室 

         （神戸市中央区東川崎町１－１－３） 

 

次   第 

 

1 開 会 

 

2 議 題 

(１) 兵庫県最低賃金の改正に係る審議について 

(２) その他 

 

3 閉 会 



兵庫県の経済・雇用情勢

１．概 況················································ 1

ＧＤＰ··············································· 3

２．景気指標·············································· 4

(1) 景況等

景気総合指数 ········································· 4

企業業況判断ＤＩ ····································· 5

物 価··············································· 6

(2) 需 要

商業販売············································· 7

乗用車販売 ··········································· 8

住宅着工··············································9

輸 出 入·············································10

設備投資·············································11

公共工事·············································12

(3) 企業活動

鉱工業指数 ···········································13

取扱貨物量 ···········································14

企業収益·············································15

(4) 雇 用

有効求人倍率 ·········································16

新規求人·············································18

常用労働者数 ·········································21

雇用者所得 ···········································22

(5) 金 融

預貸金残高 ···········································23

倒 産···············································24

３．県内の主要業種の概況 ··································25

４．その他の指標等 ········································32

兵庫県産業労働部地域経済課

令和７年６月 18日











































21

常用労働者数

常用労働者数増減率

出所：毎月勤労統計調査全国調査（厚生労働省）、同地方調査（県統計課）

兵庫県・常用労働者数（全数及び主要産業別）（人）事業所規模 5人以上 ※下段は対前年度増減率（％）

注）前年同月比は、指数をもとに計算している。

年平均数値は、「毎月勤労統計調査地方調査年報」より抜粋。

常用労働者数(R7.3)は、製造業が 15か月連続で前年同月を下回った。

卸売・小売業が 3か月ぶりに、サービス業が２か月ぶりに前年同月を

上回った。医療・福祉と宿泊業・飲食サービス業が 43か月連続、建設

業が 6か月連続で前年同月を上回った。
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医療・福祉
宿泊・飲食サービス業
サービス業（他に分類されないもの）

（％）

（％）

R3年平均 R4年平均 R5年平均 R6年平均 R6.2 R6.3 R6.4 R6.5 R6.6

全数 1,779,852 1,821,712 1,830,305 1,889,508 1,874,582 1,872,147 1,878,295 1,891,711 1,889,275

▲ 0.6 0.7 0.4 0.7 0.1 1.1 0.2 0.8 0.4

パートタイム比率 36.8 35.7 36.1 38.3 39.0 38.7 37.6 38.7 38.7

建 設 業 63,036 66,586 66,164 66,247 65,054 65,555 66,515 66,401 65,771

▲ 0.9 0.9 ▲ 0.6 ▲ 0.7 ▲ 2.4 ▲ 2.1 ▲ 1.5 ▲ 2.4 ▲ 2.5

製 造 業 329,997 333,655 337,077 341,950 336,897 339,964 342,418 345,992 342,965

▲ 6.0 3.1 1.0 ▲ 1.6 ▲ 2.9 ▲ 2.1 ▲ 2.4 ▲ 1.2 ▲ 2.1

卸 売 業・ 337,818 355,706 353,138 343,632 341,373 340,554 345,251 342,399 344,050

小 売 業 2.6 ▲ 1.3 ▲ 0.7 1.8 0.2 1.1 2.3 2.4 2.6

医 療・ 310,965 315,828 320,226 351,324 348,576 345,698 353,111 356,468 353,681

福 祉 0.6 1.4 1.4 0.9 1.1 1.0 1.0 2.2 0.9

宿泊業・ 155,878 176,988 185,381 180,553 178,061 178,853 172,084 178,814 179,410

飲食サービス業 ▲ 1.5 7.0 4.7 10.0 10.2 15.1 8.0 9.6 8.7

サービス業 120,114 126,393 127,225 153,446 154,020 153,226 152,167 151,766 151,445

(他に分類されないもの） 0.3 ▲ 1.9 0.6 0.0 ▲ 0.3 0.3 ▲ 0.6 0.2 ▲ 0.3

R6.7 R6.8 R6.9 R6.10 R6.11 R6.12 R7.1 R7.2 R7.3

全数 1,890,650 1,897,264 1,890,690 1,901,117 1,903,201 1,906,901 1,889,872 1,893,327 1,875,229

0.5 1.0 0.8 1.2 1.0 1.2 0.6 1.0 0.1

パートタイム比率 38.0 37.7 37.6 38.2 38.0 38.0 38.4 38.6 38.3

建 設 業 65,969 66,582 66,475 66,728 66,554 68,122 69,818 69,806 70,073

▲ 1.5 0.2 ▲ 0.1 1.3 1.6 4.0 7.1 7.4 7.0

製 造 業 340,257 344,763 342,225 342,300 342,426 341,258 332,802 333,883 328,357

▲ 2.1 ▲ 0.4 ▲ 1.0 ▲ 1.2 ▲ 1.4 ▲ 1.0 ▲ 2.7 ▲ 0.8 ▲ 3.3

卸 売 業・ 345,207 344,815 343,432 344,869 345,652 345,104 339,097 340,927 340,490

小 売 業 2.2 2.2 2.1 2.1 1.6 0.8 ▲ 0.6 ▲ 0.2 0.0

医 療・ 352,755 352,476 350,916 352,046 350,829 350,321 350,206 349,705 348,804

福 祉 0.7 0.5 0.7 1.0 0.2 0.2 0.4 0.4 1.0

宿泊業・ 179,742 182,928 181,758 185,158 185,656 188,303 187,537 189,471 186,847

飲食サービス業 8.7 8.8 9.5 11.6 10.0 10.2 6.8 6.4 4.5

サービス業 153,491 153,189 153,845 155,114 154,189 155,704 154,901 153,708 153,464

(他に分類されないもの） 0.3 0.8 0.0 0.9 0.4 0.1 1.0 ▲ 0.2 0.1
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3.県内の主要業種の概況 【令和７年５月調査】
県内の主要業種の動向【総括表】

業 種 概 況

金 融 業

２月に実施した 1-3 月期の景況調査では、景況判断は▲1.7 と前回から 0.6 ポイント悪化
し、３四半期連続マイナスとなり、景況感はさほど良くない。原材料価格の高騰による影響
を受けている一方で、汎用品を製造している企業は価格転嫁が難しい。また、米国関税の影
響はまだ不透明であり、今後見極めが必要である。

雇用判断については、不足が続いている。中小企業は退職者が発生した場合に採用活動を
行うことが多く、採用に関するノウハウを持っていない中小企業も多いため、採用活動を支
援する事業を実施している。

無 店 舗
小 売 業

足元の景況感は良くも悪くもない。３ヶ月後も同様。秋口から展開している価格を抑えた
戦略商品や、編み物などの手作りの商品が好評で、売上・利益についても前期比、前年同期
比ともに増加している。主力事業については顧客数、購入点数は変わらず、購入単価は前年
比で少し上昇しているが全体として大きな変化はない。

商業施設の運営は、ウォーターフロントの賑わいにより引き続き好調である。関税に関し
て現時点で直接的な影響は出ていない。

電 気 機 械 器 具
小 売 業

景況感は多少良くなっている。白物家電の売上が回復してきている。物価高騰や米国関税
の不安により顧客マインドが下がること等不透明な部分はあるが、今後も多少は良くなって
いくと思われる。

消費動向としては、客単価は増加しているものの、客数は減少傾向が続いている。消費者
は高価格であっても耐久性の高いものや多機能なもの、節電効果のある商品を選択するな
ど、耐久消費財の買い替えサイクルが伸びている印象。また、EC サイトの利用も好調である。

設備投資については、昨年度並みに行う予定であり、DX 化や IoT の導入を進めていく。

食 料 品

第１四半期の売上は増加しているが、利益は減少している。健康的で調理が簡単であるこ
とから売上は増加しているが、円安に加え、原材料やエネルギー価格の高騰によりマイナス
の影響を受けている。今後も同様の状況が続くだろう。

大幅な価格転嫁は取引先が慎重であるため難しいが、今後少しずつ商品の値上げをする予
定である。

飲食店舗については好調であるものの、物価高等による消費マインドの冷え込みからか、
客単価が下がっている印象。

化学工業

景況感はさほど良くない状態が続いている。３ヶ月後も同様。国内では、自動車関連の生
産が回復していないことに加え、原材料価格や人件費の高騰が要因である。製品によっては
価格転嫁をしているものもあるが、取引先から他社への切り替えを言われることもあり、す
べてを転嫁することは難しい。

関税については、取引先によって間接的に影響を受けると思われるが、具体的なことは、
まだ不透明である。

電子部品･デバイス
電子回路製造業

景況感はさほど良くない。３ヶ月後も同様。電気やガスなどエネルギー価格、金や銅など
原材料価格に加え、輸送コストや人件費などあらゆるものが高騰しており、売上高や収益に
影響している。半導体は汎用製品であるため、市場での競争力を考慮すると価格転嫁も難し
い。

関税について、半導体に関しては詳細がわからないため、現時点で具体的な影響は不明で
あるが、先行きの不透明感が半導体市場全体の回復を遅らせている印象。引き続き動向を注
視している。

各種商品

小 売 業

足元の景況感がさほど良くない。客単価が増加しているため、売上は確保しているが、食
品、ラグジュアリー、衣料品等の客数が減少している。インバウンドに関しても同様の状態
が続いている。

雇用についてはベースアップ、定期昇給、賞与アップを行っており、人員も適正である。
設備投資は、建物の修繕等のため、前年度より増加する予定である。また、営業日報を自

動配信にする等、効率化にむけて DX 化を進めている。

令和７年５月 兵庫県産業労働部調査
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地 域 業    種 概                              況 

北播磨 

食料品 

製造業 

売上は順調に推移しているが、競合他社との関係上、商品価格改定には至ってない

ことから、景況感はさほど良くない。今秋予定している価格改定をもって解消してい

くと見込んでいる。海外展開の取組も、米国の関税政策により変更等を余儀なくされ

る状況であり、不透明感が漂っている。  

懸念していた物流問題については、荷詰め方法の見直しなど一定の調整を図り、問

題なく推進している。  

雇用状況については、外国人技能就労者を含め、順調に推移している。 

金属製品 

製造業 

需要の低迷も増加に向けた変化が窺えるが、原材料（鋼材）の高騰に加え、電力費

が収益を圧迫し、景況感はさほど良くない。  

雇用情勢については、継続して求人募集を行っているが思わしくなく、採用計画は

未達成ではあるが、人員不足には至っていない。 

中播磨 

宿泊業 

景況感は 2023 年から良い状態が継続しており、客室稼働率も今は 90％を超えてい

るが、万博の影響は感じておらず、インバウンドも姫路城見学後、宮島へ行ってしま

うなど市内で宿泊していない模様。宴会需要は回復しないが、宿泊が好調なのでカバー

している状況。 

原油・原材料費の高騰については、食材やリネン等、仕入れコストに影響を受ける

が、ある程度は宿泊料金等に価格転嫁できている。 

採用はグループ全体で行っているが、全体の採用数も少なく、こちらには配属がな

かった。無人店舗・生成AI・一括仕入れ・グループ内の情報共有等により業務改善を

図っている。 

印刷業 

顧客への直接営業により売上、利益は増加。大規模な老朽化設備の更新を計画して

いる。ネット印刷利用が増え、価格競争では勝てない。売上２～３億の業者の廃業、

倒産が増えるかもしれない。 

雇用は、デザイン部門、営業部門で不足している。 

AI はコード書き、プレゼン資料作成等で一部活用し、Goodnotes 等、新しいツール

も積極的に勉強している。 

インクメーカーが５月からの値上げを言ってきており、今後、収益に影響が出るか

もしれない。 

西播磨 

無機化学品 

製 造 業 

ヒアリング月の景況感は良く、３ヶ月後の状況も悪くないと判断している。原材料費

等の値上げの影響は依然としてあるが、価格転嫁の進行、最近の円高傾向が海外から

の調達においてプラスに働いている。 

RPA の導入により定型的な事務作業の自動化・作業時間の低減を図っているほか、

一層の業務改善・効率化に取り組んでいくこととしている。 

食料品 

製造業 

ヒアリング月の景況感は、良くも悪くもないと判断している。原材料や資材価格、

光熱費の高騰が続いていることから、商品の３～５％の値上げに踏み切った。あわせ

て、生産維持拡大のための投資を行い、生産力強化を図ることとしている。 

倉庫の出荷作業について一層の自動化を図るなど、更なる省力化を進めている。 

レストランや土産物販売を行うアンテナショップは、個人客を中心に好調である。 

但馬 鞄卸売業 

景況感はさほどよくない。消費動向は昨年度と比較してトータル１割程減少してい

る。さらに例年３～４月は、進学や就職等で通常の1.5倍ほど売り上げが伸びるが、

今年度は例月並みの売り上げであった。景気の悪化とともに衣食住の優先順位が上が

り、鞄の購入が減ってきている現状。原材料はアルミ、ナイロン、糸等のほぼすべて

が値上がりしているが、価格転嫁を行うと購買意欲がさらに下がり、販売不振に直結

するため、現在価格交渉中である。 
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地 域 業    種 概                              況

但馬
娯楽業・

宿 泊 業

景況感はさほど良くない。万博等の影響か、４月中旬ごろから売上が昨年度と比較
して 10％程落ち込んだ。インバウンドも昨年と比較して減少傾向にある。
雇用人員に関しても当初の採用計画数には満たないが、但馬出身の人が大学卒業後

就職する割合が昨年度と比較して高かった。４月に突然取引先から米不足のため注文
を停止された。高い米を購入することでなんとか対応できているが、状況はさほど良
くはない。米国の関税に関しても見通しが立たず、動きにくいのが現状。

丹波

その他製造業

昨年から景況感はさほど良くない状況が続いているが、さらに少し悪化している印
象。花業界全体で景況感は悪く、特に海外への売上が減少している。原材料の価格高
騰については、今年７月より価格転嫁する予定であるが、売上への影響が懸念される。
雇用人員は適正で、賃金のベースアップもあり、人材流出は少ない。新商品開発の

ため、企画力や専門知識があれば中途採用も実施している。販売管理システムの導入
により業務効率化、コスト削減を進めている。

不動産取引業

景況感はさほど良くないもののコロナ前と大きな変化はなく、下げ止まり感がある。
不動産販売において、資材高騰の影響は造成費程度であり、売上・利益に大きな影響
はない。
雇用人員は不足しており、募集しているが応募が少ない。賃金ベースアップは定期

的に行っているが、４月に２名経験者採用したが、既に１名退職しており、営業職の
定着が課題である。
賃貸管理ソフトを導入し、業務の効率化を図っている。

淡路

その他の

製 造 業

一昨年に商品の値上げを実施しているにも関わらず、売上は減少している。従業員の
賃金引き上げや、原材料の多くは海外からの輸入であり、円安や世界情勢の影響等に
よる輸送コストの高騰が原材料費へ影響を与えるなど、景況感はさほど良くない。
また、取引先の関連業者において、大手企業の廃業が相次ぐなど厳しい状況が続いて
いる。そうした中、業務改善・構造改善の取組として、海外ブランドの OEM生産など
市場の転換や、新規市場向けの商品開発を進めている。

業務用機械

器具製造業

新規の契約や、様々な方面から商品開発の依頼があるなど、景況感は良い。しかし、
原材料価格の動向について、一部安定しているものの、物流コストの高騰による影響
が大きく業況等へマイナスの影響を与えている。
また、海外の関連加工部品等もあるため、アメリカの政策動向により、今後影響が

出てくるのではないかと危惧している。
雇用については適正であるが、新しい視点による技術開発を推進すべく、理系女性

の採用など人材確保に取り組んでいきたい。

以上、各県民局・県民センター調査









令和７年８月８日 

 

兵庫地方最低賃金審議会 

   会長 山 口 隆 英  殿 

 

兵庫地方最低賃金審議会 

兵庫県最低賃金専門部会 

                        部会長  千田 直毅 

 

兵庫県最低賃金の改正決定に関する報告書 

 

当専門部会は、令和７年７月 15日、兵庫地方最低賃金審議会において付託

された兵庫県最低賃金の改正決定について、慎重に調査審議を重ねた結果、別

紙のとおりの結論に達したので報告する。 

なお、今回の報告に当たっては、以下のことを政府に強く要望する。 

 

１  中小企業・小規模事業者の労務費・原材料費等のコスト上昇分の適切な価

格転嫁を一層促進させるために、下請法改正法（中小受託取引適正化法）の

施行に向けて、公正取引委員会の体制の抜本強化とともに、中小企業庁・業

所管省庁との連携体制を早期に構築し、各業所管省庁においても、同法に基

づく検査や問題事例への対処を適切に実施できるよう、執行体制を抜本強化

すること。 

 

２  事業場内で最も低い時間給を一定以上引き上げ、生産性向上に取り組んだ

場合に支給される業務改善助成金については、最低賃金引上げの影響を強く

受ける中小企業・小規模事業者が確実に活用できるよう充実させるととも

に、具体的事例も活用した周知等を徹底すること。また、キャリアアップ助

成金、働き方改革推進支援助成金、人材確保等支援助成金等について、「賃

上げ」を支援する観点から、賃上げ加算等を充実させること。 

 

３  書籍販売業、並びに看護、介護、保育等、事業者による労務費等の価格転

嫁に向けた価格交渉が行えない事業・業務について、賃金引上げ状況等の現

状把握に努めるとともに、賃上げが円滑に実施できるよう支援策について検

討を行うこと。 

 

４  中央最低賃金審議会の目安を超える最低賃金の引上げが行われた場合の特

別な対応については、最低賃金の引上げに対応する中小企業・小規模事業者

が有効に活用できるよう、政府の補助金や、交付金を活用した都道府県取組

の後押し等について、具体的な制度を確立し、充実した内容の支援を早期に

実施すること。 

㊢ 



 

 本件の審議に当たった専門部会の委員は下記のとおりである。 

 

 

記 

 

公益代表委員           労働者代表委員    使用者代表委員 

千 田 直 毅    小 菅 梨 絵    倉 本 信 二 

三 上 喜 美 男    小 西 啓 介    松 岡 直 哉 

山 口 隆 英    堀 井 説 也    𠮷 川 和 宏 

 

 

 

 



別紙 

 

兵庫県最低賃金 

 

 

１ 適用する地域 

   兵庫県の区域 

２ 適用する使用者 

   前号の地域内で事業を営む使用者 

３ 適用する労働者 

   前号の使用者に使用される労働者 

４ 前号の労働者に係る最低賃金額 

   １時間 １,１１６ 円 

５ この最低賃金において賃金に算入しないもの 

   精皆勤手当、通勤手当及び家族手当 

６ 効力発生の日 

   法定どおり 

 



令和７年８月８日 

 

 

兵 庫 労 働 局 長 

    金 成 真 一 殿 

 

 

兵庫地方最低賃金審議会 

                         会長 山 口  隆 英 

 

兵庫県最低賃金の改正決定について（答申） 

 

当審議会は、令和７年７月 15 日付け兵労発基 0715 第１号をもって貴職から

諮問のあった標記のことについて、慎重に調査審議を重ねた結果、別紙のとおり

の結論に達したので答申する。 

なお、今回の報告に当たっては、以下のことを政府に強く要望する。 

 

１  中小企業・小規模事業者の労務費・原材料費等のコスト上昇分の適切な価

格転嫁を一層促進させるために、下請法改正法（中小受託取引適正化法）の

施行に向けて、公正取引委員会の体制の抜本強化とともに、中小企業庁・業

所管省庁との連携体制を早期に構築し、各業所管省庁においても、同法に基

づく検査や問題事例への対処を適切に実施できるよう、執行体制を抜本強化

すること。 

 

２  事業場内で最も低い時間給を一定以上引き上げ、生産性向上に取り組んだ

場合に支給される業務改善助成金については、最低賃金引上げの影響を強く

受ける中小企業・小規模事業者が確実に活用できるよう充実させるととも

に、具体的事例も活用した周知等を徹底すること。また、キャリアアップ助

成金、働き方改革推進支援助成金、人材確保等支援助成金等について、「賃

上げ」を支援する観点から、賃上げ加算等を充実させること。 

 

３  書籍販売業、並びに看護、介護、保育等、事業者による労務費等の価格転

嫁に向けた価格交渉が行えない事業・業務について、賃金引上げ状況等の現

状把握に努めるとともに、賃上げが円滑に実施できるよう支援策について検

討を行うこと。 

 

４  中央最低賃金審議会の目安を超える最低賃金の引上げが行われた場合の特

別な対応については、最低賃金の引上げに対応する中小企業・小規模事業者

が有効に活用できるよう、政府の補助金や、交付金を活用した都道府県取組

の後押し等について、具体的な制度を確立し、充実した内容の支援を早期に

実施すること。 

㊢ 



別紙 

 

兵庫県最低賃金を次のとおり改正決定すること。 

 

 

１ 適用する地域 

   兵庫県の区域 

２ 適用する使用者 

   前号の地域内で事業を営む使用者 

３ 適用する労働者 

   前号の使用者に使用される労働者 

４ 前号の労働者に係る最低賃金額 

   １時間 １,１１６ 円 

５ この最低賃金において賃金に算入しないもの 

   精皆勤手当、通勤手当及び家族手当 

６ 効力発生の日 

   法定どおり 

 


